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感動を呼ぶ協創へ。



こんな社会をつくりたい。
人と自然とテクノロジーが共生し、持続的に成長できる社会へ。

技術承継や
地方活性化が
進む社会

プライバシーが
守られた

犯罪のない社会

買い物や交通の
利用がもっと便利に

生産性の高い
企業活動

安心できる農作物で
健康的な食生活

事故がなく
災害に強い社会

お客様を満足させる
快適なサービス

日立ソリューションズは、お客様とともに本質的な課題を見つけ出し、
多様な知見やアイデアを取り入れながら迅速に柔軟に解決をしていく
デジタルソリューションを提供します。
お客様やパートナーと協創し、つぎの社会をひらく新しい価値や
体験、感動をお届けします。

ともにつくる未来は、つよい。
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協創による
新たな価値を
実現

パートナー
さまざまな立場からの知見

お客様
ビジネ スフロントの知見

生産性の高い

企業活動

買い物や交通の

利用がもっと便利に

プライバシーが守られた

犯罪のない社会

事故がなく

災害に強い社会
お客様を満足させる

快適なサービス

技術承継や

地方活性化が進む社会

安心できる農作物で

健康的な食生活

協創による新たな価値を実現する環境

お客様との協創で持続的に
成長可能な社会の実現をめざします。
日立ソリューションズは、日立グループの総合力や、これまで培ってきた
技術やノウハウをベースに、お客様やパートナーとの協創で、
デジタルソリューションを提供していきます。

日立ソリューションズ

日立グループの総合力

デジタル技術の知見

高度な技術を擁する人財

最先端情報の取得、先端商材 の発掘　

これまで培ってきたSI事業、製品・サービス事業

■多くの製造現場や設備などを
持つ日立の技術やノウハウ

■情報・通信システム事業の実績と
最先端技術の研究

●情報・通信システム
●社会・産業システム
●電子装置・システム
●建設機械
●高機能材料
●オートモティブシステム
●生活・エコシステム
●その他

●デジタルマーケティング
●スマートマニュファクチャリング
●ワークスタイル変革
●コネクテッドモビリティ
●空間情報
●ビジネスコラボレーション
●セキュリティ

●データサイエンティスト
●ビジネスシステムアナリスト
●ホワイトハッカー

●高品質・高信頼なシステム構築力、プロジェクトマネジメント力
●豊富な製品・サービス
●幅広い業種・業務にわたる実績
●グローバル拠点

●米国シリコンバレーのリエゾンセンタの活用

AI

クラウド

ビッグデータ

IoT/M2M

RPA

持続的に成長可能な社会

■顧客協創ワークショップ
ニーズからサービスアイデアを創出し、ビジネスモデルにつなげていく活動

■協創で生まれたサービスアイデアを短期間、低コストで実現する開発・運用環境

課題分析 仮説構築
プロトタイピング
価値検証

お客様に
ご提供・運用
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私たちはサステナブルな経営を通じ、人々のQua lity of Lifeの向上をめざします。
デジタルソリューション事業とサステナビリティ

国連は貧困や不平等、不公正の撲滅、気候変動への対応など、2030年までに達成すべき17の目標として「持 続可能な開発目標（SDGs）」を採択しました。
私たちは日立グループの一員として、「確かな技術と先進ソリューションの提供を通じ、お客様と地球社会の発展に貢献する」という企業理念の下、
デジタルソリューション事業を強力に推進しています。当社の事業が新たな経済・社会・環境価値を創出し、社会・環境にもたらすネガティブインパクトを低減します。

知的財産
他者の知的財産権を尊重し、当社の知
的財産権の保護と活用に努めています。
また、日立グループ行動規範にのっとり、
製品・技術の研究・開発に先立ち調査
を行い、知的財産権を侵害しないように
努めています。

人権
日立グループ行動規範、日立グループ人
権方針にて人権尊重を明記し、人権啓
発推進委員会を設置。コンプライアンス
通報窓口、ハラスメント相談窓口にて人
権侵害を含むコンプライアンス違反の防
止・早期是正を図っています。
また、社員の人権啓発教育も実施します。

安全・安心なデジタル社会を
支えるセキュリティ
現代のデジタル社会において、セキュリ
ティリスクは社会全体の脅威となって
います。私たちは情報漏洩防止から、
サイバー攻撃対策、脆弱性対策などに
より安全・安心な社会の実現を支援し
ています。

安全で便利な
高度道路交通システム
自動車の周囲の情報を収集するととも
に周辺状況をリアルタイムに解析し、
運転支援に役立つ情報を提供する車
間通信ミドルウェア基盤技術を開発。
自動車の安全性や環境性能を高める運
転支援の実現に努めています。

AI画像認識による熟練者
の技術承継
AI技術を活用した画像認識で、部品の
外観検査を自動化するシステムを提供し
ています。技術者のスキルを問わず製品
の品質を安定化でき、製造業の熟練者の
技術承継の課題解決に貢献しています。

ワークスタイル変革
多様な働き方の実現や、RPAによる業
務の自動化・効率化の促進など、企業
の働き方改革を強力に支援。また、人
財データやワークログ、組織サーベイ
などを活用し、個人の幸せと組織の成
長の両立に貢献しています。

協創による農業イノベーション
インドのIT企業と協業し、リモートセンシングや地
理空間技術を活用した農業の収穫予測・被害査定
のシステムを日立グループ一体で提供。作付様式の
変更などが容易となり、生産性の向上や農家の収
入増加に貢献しています。

環境
ISO14001に基づき日立ソリューションズ
グループとして、環境活動を推進してい
ます。

働き方改革
健康や働きがいなどの社員の幸せと、
会社の成長の両立・最大化をめざした取
り組みを行っています。

人財育成
高度なスキルを備えた人財を育成する
ための教育制度を整備するとともに、
社員の得意分野を伸ばすイベントも実
施しています。

ダイバーシティ
女性や外国籍、障がい者などの人財が能力を発揮で
きる組織を作っています。女性管理職会議の開催や
事業部でのワーキンググループの設置など、女性活
躍も推進しています。

企業活動全体で貢献する

取り組み

デジタルソリューション事業を

通じた主な取り組み

多様な働き方をサポートしています

テレワークやサテライトオフィス、
朝型勤務、年次休暇の取得などを
推進。また、RPA（RoboticProcess 
Automation）全社導入など、生産性
向上にも取り組んでいます。

次世代の人財育成を早稲田大学と
展開します

当社の技術者が講師を務めるセキュ
リティ授業を早稲田大学とともに実
施。便利で安心な社会基盤として欠
かせないセキュリティ技術について、

学生たちに学びの場を提供します。

この分野における主な受賞歴

経済産業省「平成26年度
ダイバーシティ経営企業100選」選定

女性活躍推進法に基づく厚生労働
大臣認定（えるぼし認定）第３段階を取得

「2014 J-Win ダイバーシティ・アワード 
ベーシックアチーブメント準大賞」受賞

世界を舞台に活躍しています。
日立ソリューションズ「チームAURORA」
日立ソリューションズでは、グループ全体のシンボルスポーツとして「チーム
AURORA」を全社一体で応援し、障がいをもつ才能ある選手たちが競技に
専念できる環境を提供しています。2004 年11月に障がい者スキー部を設
立し、パラリンピックで4大会連続でメダルを獲得するなど実績を残して
きました。2014年4月には「車いす陸上競技部」を設立、夏季と冬季の
パラリンピックでの活躍をめざす総合的な障がい者スポーツチームとして
活動を拡大しています。

6 7



❸❹

私たちはお客様の事業をワールドワイドで支援します。

主なアライアンス企業

Adobe Systems Software Ireland Ltd.

Amazon Web Services, Inc.

AppDynamics International Limited

Array Networks,Inc.

Atlassian Pty Ltd.

Automation Anywhere,Inc.

Cylance Inc.

DocuSign, Inc. 

Fortinet, Inc.

FrontApp, Inc.

Google Asia Pacific Pte. Ltd.

Juniper Networks, Inc.

Mapbox, Inc.

Microsoft Corporation

Okta, Inc.

Palo Alto Networks, Inc.

PerimeterX, Inc.

PTCジャパン株式会社

SAPジャパン株式会社

SAS Institute Japan株式会社

Scandit AG.

ServiceNow Japan株式会社

Tableau Software, LLC.

Talend株式会社

Turn Cloud Technology Services Inc.

アラクサラネットワークス株式会社

ウイングアーク１st株式会社

株式会社セールスフォース・ドットコム

日本オラクル株式会社

ビジネスエンジニアリング株式会社

Hitachi Solutions
Europe Ltd. Hitachi Solutions

Canada, Ltd.

Hitachi Solutions
America, Ltd.

Hitachi Solutions
Germany GmbH

Hitachi Solutions
Philippines Corporation

Hitachi Solutions
(Thailand), Ltd.

Hitachi Solutions
Asia Pacific Pte. Ltd.

Hitachi Solutions
India Pvt. Ltd.

日立ソリューションズグループ・ネットワーク

海外拠点 国内拠点

株式会社日立ソリューションズ
● 本社
東京都品川区東品川4-12-7

● 横浜事業所
横浜市西区高島1-1-2

● 中部事業所
名古屋市西区牛島町6-1

● 関西事業所
大阪市北区堂島浜1-2-1

本社

横浜事業所

●グループ会社

株式会社日立ソリューションズ東日本
仙台市青葉区本町2-16-10

株式会社日立ソリューションズ西日本
中国本社
広島市中区八丁堀3-33
九州本社
福岡市早良区百道浜2-1-1

株式会社日立ソリューションズ・クリエイト
東京都品川区東品川4-12-6

株式会社日立ソリューションズ・テクノロジー
東京都立川市緑町7-1

主な受賞歴

●Okta, Inc.
「OKTA ASIA Partner of the Year FY20」を受賞
(2020)

●日本マイクロソフト株式会社
「マイクロソフト パートナー オブ ザ イヤー 2019」の
「Manufacturing アワード」を受賞（2019）

●Cylance Inc.
「2018 Japan Excellence Support Partner of the
Year」を3年連続で受賞（2019）

●ビジネスエンジニアリング株式会社
「mcframe Award 2019」の「Partner of the year」
を 2年連続で受賞（2019）

●任意団体work with Pride
「PRIDE指標（LGBT評価）2019」の「ゴールド」を受賞
(2019)

●文部科学省
「スポーツ功労団体表彰」を2年連続で受章（2019）

●総務省
「平成30年度テレワーク先駆者百選」に選定（2018）

●厚生労働省後援
「日本HRチャレンジ大賞」の「人材マネジメント部門
優秀賞」を受賞（2018）

本社

横浜事業所

中部事業所
関西事業所
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　私たちは、日立グループの情報・通信システム事業の中核を担うIT
企業として、社会生活や企業活動を支えるさまざまなソリューションを

提供してまいりました。

　近年、国内では少子高齢化による労働力不足や気候変動による災害の

多発など新たな社会課題に直面しており、人々の生活や産業構造、働き方

など社会の在り方も大きく変わってきています。世界でも持続可能な社会

の実現に向けた取り組みが進んできています。

　こうした中で、私たちは、お客様との協創をベースに、最先端のデジタル

技術を用いたさまざまなソリューションを提供することで、デジタルトランス

フォーメーションを実現し、社会や企業が抱える課題に対応していきます。

　日立ソリューションズグループは、人々が安全にかつ安心して快適に

暮らすことができ、持続的に成長可能な社会の実現に全力で取り組んで

まいります。

　今後ともご指導、ご鞭撻を賜りますよう、お願い申し上げます。

代表取締役 取締役社長

星野 達朗

日立ソリューションズ企業理念

経営ビジョン

私たちは「日立精神」の下に、
確かな技術と先進ソリューションの提供を通じ、
お客様と地球社会の発展に貢献します。

未知の扉をひらく。ゆるぎないチカラとともに。
私たち日立ソリューションズは、確かな技術をベースとした社会イノベーション事業を通じて、
お客様とともに新しいビジネスモデルを築いていきます。
国や文化の垣根を越えたグローバルな発想、変革のリーダーシップ、課題を解決する実行力、
日立グループの総合力など、あらゆるチカラを駆使して、新しい時代の扉をひらきます。

“和”、“誠”、“開拓者精神”の下に
日立製作所では、“和”、“誠”、“開拓者精神”を創業の精神として掲げています。私たち日立ソリューションズも、日立グループの
一員としてこの創業の精神を受け継ぎ、真摯な論議を重ね全員一致で協力する心、何事にも誠心誠意を持って取り組む姿勢を常に大切
にしています。そして、技術の新たな領域、世界的なリーダーとしての地歩をめざし、挑戦を恐れず、あきらめずに前に進むことに
よって、幅広い分野で数多くの先進技術やノウハウ、実績を蓄積しています。

会社概要
会社名

所在地

設立年月日

代表者

資本金

売上高

従業員数

株式会社日立ソリューションズ
Hitachi Solutions, Ltd.

本社: 東京都品川区東品川４-12-７TEL:03-5780-2111（代表）

1970年（昭和45年）9月21日

代表取締役 取締役社長 星野 達朗

200億円

1,607億円（2019年3月期 単独）

4,670名（2019年9月30日現在 単独）

●本社

●沿革

●組織図

●執行役員一覧

（2020年4月1日現在）

（2020年4月1日現在）

取締役会 取締役社長

経営会議

営業統括本部

社会イノベーションシステム統括事業部

社会イノベーションシステム事業部

産業イノベーション事業部

スマートライフソリューション事業部

ビジネスイノベーション事業部

ITプラットフォーム事業部

クロスインダストリソリューション事業部

業務革新統括本部

品質保証統括本部

調達本部

経営戦略統括本部

財務本部

人事総務本部

監査室

社長執行役員
専務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員

星野 達朗
吉田 靖志
紅林 徹也
砂山 和廣
塚崎 貴之
中村 智
平野 仁一
森田 英嗣
石原 繁樹
臼杵 誠剛
丹代 美智夫
原 彰男
平間 顕一
山橋 哲也

1970. 9

1978. 9

1991. 1

2000. 4

2003. 12

2010. 10

2011. 10

2012. 4

2013. 4

2013. 6

2015. 4

2015. 12

2016. 5

2016. 6

2018. 6

2019. 1

2019. 4

横浜市戸塚区に
「日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社」を設立

東京都品川区に
「日立コンピュータコンサルタント株式会社」を設立
（1989年、商号を「日立システムエンジニアリング株式会社」に変更）

日立ソフトウェアエンジニアリングアメリカ社を米国に設立
（現：日立ソリューションズアメリカ社）

日立システムエンジニアリング株式会社が日立西部ソフトウェア
株式会社、日立中部ソフトウェア株式会社と合併し、 商号
を「株式会社日立システムアンドサービス」に変更

日立ソフトウェアエンジニアリング（UK）社を英国に設立
（現：日立ソリューションズヨーロッパ（イギリス）社）

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社と株式会社日立
システムアンドサービスが合併し、 商号を「株式会社日立
ソリューションズ」に変更

「日立解決方案（中国）有限公司」を中国に設立

Hitachi Consulting Corporationから日立ソリューションズ
アメリカ社と日立ソリューションズヨーロッパ（イギリス）社に
Microsoft Dynamics事業を移管

「浙江日立解決方案軟件服務有限公司」を中国に設立

「日立ソリューションズカナダ社」をカナダに設立

「日立ソリューションズインド社」をインドに設立

社会・金融・公共分野のシステムソリューション事業を
株式会社日立製作所に移管

「日立ソリューションズアジアパシフィック社」をシンガポールに設立

米国・インド・東南アジアに拠点を持つ米国Ignify社を買収

Ignify社フィリピン法人を「日立ソリューションズフィリピン社」
に商号変更

Ignify社タイ法人を「日立ソリューションズタイ社」に商号変更

ドイツに4つの拠点を持つImplexis社を買収

Implexis社を「日立ソリューションズドイツ社」に商号変更
クラウドやAIに強みを持つ米国Capax Global社を買収

日立解决方案（中国）有限公司を子会社から関連会社に変更
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